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から不満や批判が続出した100。JCSは、８月15日に沖縄の信託統治への移
行中止を正式決定し、第三条地域の現状を維持することも決定した。1953
年４月には土地収用令が発表され、沖縄における軍用地の強制収用が本格
化していく。
５．おわりに
　吉田茂首相はじめ日本政府の政策担当者たちは、講和交渉において、米
国側に沖縄の主権が日本に維持されるよう繰り返し要請した。そして講和
条約第三条で日本の沖縄への「残存主権」が認められた。しかし彼らは、
この「残存主権」を名目的なものとは決して捉えていなかった。
　本稿で明らかにしたように、日本政府は、米国による沖縄の戦略的支配
を受け入れつつも、日本の「残存主権」の存在を手がかりにして沖縄統治
に関与し、日本本土と沖縄の法的・経済的・文化的一体性を実質的に維持
することを目指したのである。この点で、講和時に日本政府が構想してい
たのは、当面は米国の戦略的支配を受け入れながら、それ以外の面で日本
政府が統治に関与するという、沖縄に対する日米の「共同統治」であった
と見ることができる。1953年以降、日本政府は、沖縄について、教育権な
どの分離返還を模索していくが101、すでに講和交渉時には、米国による沖
縄統治への関与とそれを通した日本本土と沖縄との一体性の確保への模索
を通して、その動きは始まっていたといえる。
　一方、米国政府内では、ダレス及び国務省と、軍部の間には鋭い政策対
立が存在していた。ダレスや国務省には、日本側の構想を受け入れる姿勢
があった。史料を読む限り、米国政府が主に戦略的理由から講和条約第三
条を作ったことは明らかだが、ダレスや国務省が日本側の要望を考慮に入
れたことも否定できない。ダレスは、講和条約の調印で沖縄の地位が確定
したとは考えておらず、講和条約調印から発効の間に、議会グループの調
100 　鳥山淳「沖縄の占領と米軍基地」、林博史編『地域のなかの軍隊　第六巻　九州・沖縄
―大陸・南方膨張の拠点』吉川弘文館、2015年、197頁。
101 　河野前掲書、85-87頁。
－ 98 －
沖縄法学　第46号（2018）
査などを通して、日本側や沖縄現地の要望も受け入れた沖縄統治のあり方
を検討しようと考えていた。これに対し、米軍部、特にJCSは、沖縄の排
他的な戦略統治に固執し、沖縄の日本への施政権返還はもとより、日本の
沖縄統治への関与も認めることはなかった。JCSにとって、特に沖縄で基
地を今後さらに拡張するためには、沖縄において行政、立法、司法といっ
たすべての権力を持つ必要があったのである。
　このように、日本政府、ダレス及び国務省、米軍部のいずれにとっても、
沖縄の地位に関して講和条約第三条は暫定的なものでしかなかった。どの
アクターも、講和条約調印後、第三条を手がかりに、それぞれの望む形で
沖縄の地位の明確化を目指したのである。しかし、すでに現実に沖縄を支
配下に入れていた米軍部の意向は圧倒的な影響力を持っていた。これに対
して沖縄の統治に関与しようとする日本政府の構想と外交努力には当初か
ら大きな限界があった。むしろ、日本政府が沖縄の主権維持や統治への関
与を求めつつも、安全保障上、米国側の沖縄に対する戦略的要請を全面的
に受け入れたことは、この後現在まで続く沖縄の基地問題の起源の一つに
なったといえよう。
［付記］本稿は、科学研究費若手研究B（研究課題番号267801120）の研
究成果の一部である。
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